
平成24年6月１日

第５期介護保険事業計画
を策定しました

（介護保険料が改定されます）

65歳以上のみなさん

介
護
保
険
制
度
は
、
住
み
慣
れ
た
地
域
で
い
つ
ま
で
も
健
や
か
に

暮
ら
せ
る
よ
う
に
、
ま
た
介
護
が
必
要
に
な
っ
て
も
、
安
心
し
て
自

立
し
た
生
活
を
送
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
、
社
会
全
体
で
支
え
て

い
こ
う
と
い
う
仕
組
み
で
す
。

介
護
保
険
制
度
も
定
着
し
て
き
た
一
方
、
介
護
を
必
要
と
す
る
要

介
護
者
も
急
増
し
、
給
付
さ
れ
る
費
用
も
年
々
増
大
し
て
い
る
状
況

に
あ
り
ま
す
。

３
年
ご
と
に
行
わ
れ
る
介
護
保
険
事
業
計
画
の
見
直
し
に
よ
り
、

介
護
保
険
料
が
改
定
さ
れ
る
し
く
み
に
な
っ
て
お
り
、
今
回
は
、
保

険
料
改
定
に
至
っ
た
経
緯
と
、
改
定
保
険
料
の
あ
ら
ま
し
に
つ
い
て

お
知
ら
せ
し
ま
す
。
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介
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�
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事
業
計
画
の
見
直
し
は

３
年
に
一
度
で
す

　

介
護
保
険
事
業
計
画
は
、
３
年

に
一
度
、
高
齢
者
人
口
や
サ
ー
ビ

ス
の
供
給
量
な
ど
を
推
計
し
て
策

定
す
る
も
の
で
、
今
回
は
、
平
成

21
年
度
か
ら
23
年
度
ま
で
の
第
４

期
事
業
計
画
期
間
の
介
護
給
付
費

（
サ
ー
ビ
ス
に
か
か
る
総
費
用
）

や
法
改
正
を
踏
ま
え
、
平
成
24
年

度
か
ら
26
年
度
ま
で
の
第
５
期
の

計
画
を
策
定
し
ま
し
た
。

　

介
護
保
険
制
度
で
は
、
介
護
給

付
費
の
半
分
を
国
・
県
・
市
が
負

担
し
、
残
り
の
半
分
を
40
歳
以
上

の
か
た
に
負
担
し
て
い
た
だ
く
こ

と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

そ
の
う
ち
、
65
歳
以
上
の
か
た

に
負
担
し
て
い
た
だ
く
こ
と
に

な
っ
て
い
る
負
担
割
合
が
、
第
４

期
事
業
計
画
で
は
20
％
で
し
た

が
、
第
５
期
事
業
計
画
で
は
21
％

に
改
定
さ
れ
ま
し
た
。

給
付
費
の
伸
び
を
推
計

し
保
険
料
を
改
定
し
ま

し
た

　

第
４
期
事
業
計
画
に
お
い
て
介

護
給
付
費
が
当
初
の
計
画
を
大
幅

に
上
回
っ
た
こ
と
か
ら
、
第
５
期

事
業
計
画
で
は
、
増
加
し
て
い
く

給
付
費
の
伸
び
を
推
計
し
保
険
料

を
算
出
し
ま
し
た
。

　

全
国
的
に
高
齢
化
が
進
む
中
、

鳥
羽
市
に
お
い
て
も
、
下
の
グ
ラ

フ
か
ら
分
か
る
よ
う
に
、
介
護
給

付
費
、
認
定
者
数
と
も
に
増
加
の

一
途
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
に
は
認
定
者
数
が

１
、３
３
０
人
、
介
護
給
付
費
総

額
は
21
億
８
千
万
円
を
超
え
る
と

推
計
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
介
護
サ
ー
ビ

ス
の
種
類
ご
と
の
給
付
費
を
積
み

上
げ
、
全
体
の
伸
び
を
推
計
し
た

数
値
を
基
に
介
護
保
険
料
を
改
定

し
ま
し
た
。

新
し
い
保
険
料

基
準
額
は
５
、８
２
０
円

　

65
歳
以
上
の
か
た
の
保
険
料
の

基
礎
と
な
る
基
準
額
は
、
月
額
に

換
算
す
る
と
５
、８
２
０
円
に
な

り
ま
す
。（
第
４
期
事
業
計
画
で
は
、

月
額
４
、０
０
０
円
）

　

ま
た
、
所
得
段
階
区
分
を
こ
れ

ま
で
の
７
段
階
か
ら
12
段
階
に
改

め
る
こ
と
に
よ
り
、
所
得
の
状
況

に
応
じ
た
き
め
細
か
な
保
険
料
段

階
の
設
定
を
し
ま
し
た
。

介護給付の財源内訳

市
12.5% 65歳以上

のかた
21%

40～ 64歳
以上のかた
29%

国
25%

県
12.5%

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
第 4期 第 5期

介護給付費と認定者数の推計　■ 介護給付費（計画値）　■ 介護給付費（実績値）　　　
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広報　とば

保
険
料
の

お
支
払
い
方
法
は

◦
特
別
徴
収

　

年
金
額
が
18
万
円
以
上
の
か
た

は
年
金
か
ら
天
引
き
さ
れ
ま
す
。

◦
普
通
徴
収

　

年
金
を
受
給
さ
れ
て
い
な
い
か

た
や
年
金
額
が
18
万
円
未
満
の
か

た
な
ど
は
、
市
か
ら
送
付
す
る
納

付
書
で
納
め
て
い
た
だ
き
ま
す
。

　

ま
た
、
年
度
途
中
に
「
65
歳
に

到
達
さ
れ
た
か
た
」
や
「
他
の
市

町
村
か
ら
転
入
さ
れ
た
か
た
」
に

つ
い
て
は
、
日
本
年
金
機
構
の
年

金
天
引
き
の
準
備
が
で
き
る
ま
で

の
間
は
普
通
徴
収
と
な
り
ま
す
。

　

お
支
払
い
は
、
便
利
で
納
め
忘

れ
の
な
い
口
座
振
替
を
お
勧
め
し

ま
す
。
保
険
料
の
納
付
書
、
預
貯

金
通
帳
、
通
帳
届
出
印
を
持
参
の

上
、
お
近
く
の
金
融
機
関
か
ゆ
う

ち
ょ
銀
行
へ
申
し
込
ん
で
く
だ
さ

い
。

介
護
給
付
費
の
内
容
に

つ
い
て

　

み
な
さ
ま
に
納
め
て
い
た
だ
い

た
保
険
料
を
居
宅
サ
ー
ビ
ス
、
地

※

域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
、
施
設
サ
ー

ビ
ス
お
よ
び
高
額
介
護
サ
ー
ビ
ス

な
ど
の
種
別
に
分
類
し
、
そ
の
費

用
と
推
移
に
つ
い
て
グ
ラ
フ
で
表

し
ま
し
た
。

　

グ
ラ
フ
か
ら
も
分
か
る
よ
う

に
、
各
サ
ー
ビ
ス
と
も
給
付
見
込

み
は
増
加
傾
向
に
あ
り
、
平
成
24

年
度
か
ら
平
成
26
年
度
の
間
で
約

２
億
1
千
万
円
の
増
加
を
想
定
し

て
い
ま
す
。
こ
う
い
っ
た
背
景
か

ら
、
第
５
期
介
護
保
険
事
業
計
画

で
は
、
65
歳
以
上
の
か
た
の
保
険

料
を
増
額
さ
せ
て
い
た
だ
き
ま
し

た
。

　

市
と
し
て
は
、
介
護
保
険
給
付

の
適
正
化
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、

こ
れ
以
上
の
介
護
保
険
料
の
増
額

の
抑
制
に
努
め
、
よ
り
み
な
さ
ま

の
ニ
ー
ズ
に
沿
っ
た
介
護
保
険
事

業
と
な
る
よ
う
、
推
進
し
て
い
き

ま
す
の
で
、
ご
理
解
と
ご
協
力
を

よ
ろ
し
く
お
願
い
し
ま
す
。

※
地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス
と
は
、

要
介
護
や
要
支
援
状
態
と
な
っ
て

も
可
能
な
限
り
、
住
み
慣
れ
た
自

宅
や
地
域
で
の
生
活
を
継
続
で
き

る
よ
う
に
す
る
た
め
の
サ
ー
ビ
ス

で
、「
認
知
症
対
応
型
共
同
生
活

介
護
（
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
）」
な

ど
の
種
類
が
あ
り
ま
す
。

 介護給付費（介護予防給付費）の内訳の推移

65 歳以上のかたの保険料

保険料段階 所得等の条件 基準額に
対する割合

月額保険料
（円）

年額保険料
（円）

第１段階
生活保護を受給している人、又は世
帯全員が住民税非課税で老齢福祉年
金を受けている人

0.5 2,910 34,920

第２段階
本人及び世帯全員が住民税非課税で
課税年金収入額と合計所得金額の合
計が年間 80 万円以下の人

0.5 2,910 34,920

第３段階
3―1 本人及び世帯全員が住民税非課税で

本人年金収入が 120 万円以下の人 0.65 3,780 45,360

3―2 本人及び世帯全員が住民税非課税で
本人年金収入が 120 万円を超える人 0.75 4,360 52,320

第４段階

4―1

本人が住民税非課税で世帯の中に住
民税課税者がいる人で、公的年金等
収入と合計所得金額の合計が年間
80 万円以下の人

0.9 5,230 62,760

4―2
本人が住民税非課税で世帯の中に住
民税課税者がいる人で、第４－１段
階対象者以外の人

基準額 5,820 69,840

第５段階 本人が住民税課税で合計所得金額が
90 万円未満の人 1.15 6,700 80,400

第６段階 本人が住民税課税で合計所得金額が
90 万円以上 140 万円未満の人 1.25 7,280 87,360

第７段階 本人が住民税課税で合計所得金額が
140 万円以上 190 万円未満の人 1.4 8,150 97,800

第８段階 本人が住民税課税で合計所得金額が
190 万円以上 300 万円未満の人 1.5 8,730 104,760

第９段階 本人が住民税課税で合計所得金額が
300 万円以上 400 万円未満の人 1.6 9,320 111,840

第１０段階 本人が住民税課税で合計所得金額が
400 万円以上 600 万円未満の人 1.75 10,190 122,280

第１１段階 本人が住民税課税で合計所得金額が
600 万円以上 1,000 万円未満の人 1.9 11,060 132,720

第１２段階 本人が住民税課税で合計所得金額が
1,000 万円以上の人 2 11,640 139,680

保険料の基準月額は
介護費用総額 (推定年額［3 年間の平均］) × 21％ ÷ 65 歳以上の高齢者数 ÷12 か月
で算定されます。平成24～26年度の鳥羽市の基準月額は、5,820円となりました。（※
介護費用総額には、介護認定者が利用するサービス費用以外の経費は一切含んでいま
せん）
新たな措置として第３段階の細分化を行い、従来に引続き第４段階の細分化を継続す
ることで低所得者に配慮するとともに、被保険者自身が課税である第５段階以上をよ
り多段階化し、負担能力に応じた保険料段階を設定しました。

24年度 25年度 26年度

（単位：百万円）

855

居宅サービス

862 866

105 149 180

849 905 960

160
170

178
1969

2086
2184

地域密着型サービス 施設サービス 高額介護サービスなど
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